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道内景気は、一部に弱い動きがみられるものの持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、乗用車販売台数がエコカー補助金終了後も前年を上回った

ものの、冬物衣料品の売れ行きが低迷するなど、総じて弱い動きが続いている。住宅投資は

緩やかに持ち直している。公共投資は、基調としては前年を上回って推移している。輸出

は、米国や西欧向けが増加している。

生産活動は低迷している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は、件数は減少し、負債総額は増加している。
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①個人消費～弱い動き

１２月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比＋０．８％）は、２か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比▲０．１％）は、衣料品や飲

食料品が前年を下回った。スーパー（同

＋１．０％）は、衣料品が前年を下回ったが、

主力の飲食料品や身の回り品が前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋０．４％）

は、２か月ぶりに前年を上回った。

②住宅投資～６か月連続の増加

１２月の新設住宅着工戸数は、２，８９３戸（前

年比＋３１．０％）と６か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同＋２８．５％）、

貸家（同＋２４．４％）および分譲（同＋６８．４％）

が前年を上回った。

４～１２月累計では、３０，０８４戸（前年同期比

＋１３．９％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、持家（同＋２．１％）、貸家

（同＋２３．７％）および分譲（同＋１３．３％）が

前年を上回った。
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③鉱工業生産～生産は７か月連続の低下

１２月の鉱工業生産指数は、前月比で横ば

い、前年比では▲８．０％と７か月連続で低下

した。

業種別では、前年に比べ金属製品工業など

が上昇したが、鉄鋼業や電気機械工業、食料

品工業などが低下した。

④公共投資～２か月連続の減少

１２月の公共工事請負金額は、１９７億円（前

年比▲６．４％）と２か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、市町村（同＋５４．８％）が前

年を上回ったが、国（同▲１２．５％）や北海道

（同▲１７．７％）などが前年を下回った。

４～１２月累計では、請負金額６，７４６億円

（前年同期比＋８．６％）と前年を上回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動きが続く

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．６１倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．１２ポイント上昇した。前年比は３５か月

連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１０．３％の増加とな

り、３５か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療、福祉（前年比＋１４．７％）や建設

業（同＋２４．８％）、宿泊業、飲食サービス業

（同＋１６．８％）などが増加した。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．２００／本文　※柱に注意！／００１～００３　道内経済の動き  2013.02.20 19.54.52  Page 2 



航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 

千人 ％ 

1211109876543212/111/12

1,600

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0 -20

-10

0

10

20

30

60

50

40

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 

億円 ％ 

12
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,800

1,600

1,400

0

-80

-60

-40

-20

20

40

100

80

60

11109876543212/111/12

貿易動向

（資料：函館税関）

件 
億
円 

件数 負債総額（右目盛） 

13/11211109876543212/1
0

10

20

0

30

40

50

60

50

100

150

200

250

300

企業倒産
（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）

⑥来道客数～１０か月連続で前年を上回る

１２月の来道客数は、８８９千人（前年比

＋５．８％）と１０か月連続で前年を上回った。

４～１２月累計では９，１５０千人（前年同期比

＋１０．５％）となり、東日本大震災前の水準を

上回って推移している。

１２月の新千歳空港国際線旅客輸送実績は、

香港線、上海線などの減少を台北線、バンコ

ク線が補い、前年比８．３％増加した。

⑦貿易動向～輸出、輸入はそれぞれ２か月ぶ

りの増加

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比１１．９％

増の３２２億円、輸入が同２．８％増の１，４８６億円

となった。

輸出は一般機械や自動車の部分品などが増

加し、２か月ぶりに前年を上回った。輸入は

石油製品などが増加し、２か月ぶりに前年を

上回った。

⑧倒産動向～件数は減少、負債総額は増加

１月の企業倒産は、件数が２８件（前年比

▲１５．２％）、負債総額が５１億円（同＋４４．９％）

となった。件数は３か月連続で前年を下回っ

たものの、負債総額は２か月連続で前年を上

回った。

業種別では、建設業が９件、卸売業および

サービス業他がそれぞれ５件などとなった。

道内経済の動き
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＜図1-1＞道内企業の年間業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２４年実績
２３年に比べ、売上DI（プラス４）は

１１ポイント、利益DI（ゼロ）は１３ポイ
ントそれぞれ上昇した。

２．平成２５年見通し
売上DI（△９）および利益DI（△１３）

は、ともに１３ポイント低下が見込まれ
る。震災復興需要が一巡することや、原

油価格の高騰などを懸念し、先行きにつ
いては多くの企業で慎重な姿勢にある。

３．先行きの懸念材料
企業が２５年の業況見通しを考慮するに
当たり、懸念される材料を聞いた。「個人
消費の動向」（５４％）が第１位、次いで
「原油価格の動向」（４４％）、「公共投資の
動向」（４３％）の順となった。

※今回調査は平成２４年１２月上旬を回答期限としており、１２月１６日に実施された衆
議院選挙の結果は反映されておりません。

特別調査

業況見通しに慎重感
平成２５年道内企業の年間業況見通し

要 約
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
平成２５年道内企業の年間業況見通しと円高の影響
判断時点
平成２５年１月中旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３９ １００．０％
札幌市 １８０ ４１．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９５ ２１．６
道 南 ３３ ７．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６１ １３．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７０ １６．０ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６０ ４３９ ６６．５％
製 造 業 １７１ １１１ ６４．９
食 料 品 ５６ ３５ ６２．５
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２２ ７１．０
鉄鋼・金属製品・機械 ４６ ３３ ７１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４８９ ３２８ ６７．１
建 設 業 １３０ ９４ ７２．３
卸 売 業 ８８ ５６ ６３．６
小 売 業 ９６ ６３ ６５．６
運 輸 業 ５３ ３６ ６７．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ ２１ ７２．４
その他の非製造業 ９３ ５８ ６２．４

〈表１〉平成２５年見通し・業種別の要点

要 点（平成２５年見通し）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２３年 ２４年 ２５年
見通し

２３年 ２４年 ２５年
見通し

全産業 製造業、非製造業ともに後退 △７ ４ △９ △１３ ０ △１３

製造業 食料品製造業の売上が持ち直し ０ ２ △４ １ ６ △６

食料品 水産加工は原料不足で利益低下 △１１ △１４ △６ １１ △３ △６

木材・木製品 住宅用資材メーカーが堅調 ２３ １９ １０ １８ △１０ △１０

鉄鋼・金属製品・機械 復興需要が一巡 ０ ２７ △１２ △１６ ２８ △７

非製造業 全業種で売上・利益とも低下 △１０ ５ △１１ △１７ △２ △１６

建設業 官庁工事は低水準。住宅着工に期待感 １ △２ △１６ △１３ △１９ △２４

卸売業 住宅関連は堅調。土木関連は慎重 △１８ △６ △１１ △２０ ０ △５

小売業 燃料店、自動車販売が低迷 ８ △１１ △１６ △１９ △８ △２６

運輸業 燃料費の動向を懸念 △１６ ２５ ６ △８ １４ △１４

ホテル・旅館業 震災後の回復傾向が一段落 △７４ ２９ △５ △６７ ３５ △１０

調 査 要 項

特別調査
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食料品製造業 建設業 
売上DI 利益DI

卸売業 

小売業 

木材・木製品製造業 

運輸 
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ホテル・旅館業 

＜図1ｰ2＞道内企業の年間業況の推移（業種別） 
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〈表２〉売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７１％） ＋１１ 食料品製造業をのぞく９業種で上昇し、５年ぶりに第１位。

�顧客ニーズの的確な把握
（６２％） △５ ８業種で低下するも、全業種でウエイト高い。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（３３％） △３ 木材・木製品製造業（４８％）で比較的高率。

�営業方法の見直し（３２％） △７ 非製造業（３１％）では全業種で低下。

�新商品（サービス）の開発
（２５％） ＋１ 食料品製造業（７１％）で７割を超える。

〈表３〉先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�個人消費の動向（５４％） ＋４ 食料品製造業（８９％）、ホテル・旅館業（８１％）などで高率。

�原油価格の動向（４４％） △１ 運輸業（９２％）で９割を超える。ホテル・旅館業（６２％）でも１５ポイ
ント上昇。

�公共投資の動向（４３％） △４ 建設業（８１％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（５８％）でウエイト
大。

�政局の動向（３２％） ＋１１ 多くの業種で上昇。建設業（４５％）で４割台半ば。

�民間設備投資の動向
（３０％） △３ 鉄鋼・金属製品・機械製造業（５５％）で８ポイント上昇。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
①
７１
（６０）

①
５９
（５２）

③
５７
（５８）

②
５７
（３６）

①
６１
（５５）

①
６０
（５４）

①
７６
（６３）

①
７３
（６２）

①
７０
（５９）

①
８１
（７１）

①
７８
（６２）

②
６７
（４２）

①
８３
（６７）

�顧客ニーズの的確な把
握

②
６２
（６７）

②
５７
（６１）

②
６６
（６７）

①
６７
（８２）

②
３９
（４５）

①
６０
（５４）

②
６３
（６９）

②
５５
（６５）

②
６１
（６８）

②
６８
（７６）

②
６４
（７３）

①
７６
（７９）

②
６７
（６５）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

③
３３
（３６）

３０
（３３）

２３
（３３）

③
４８
（４６）

２４
（２６）

３５
（３１）

③
３４
（３７）

２３
（２７）

３６
（３５）

③
４２
（４３）

③
３６
（３８）

２９
（６８）

③
４０
（３９）

�営業方法の見直し ３２
（３９）

３２
（３２）

３１
（３１）

２４
（１８）

３０
（２３）

③
４５
（５８）

３１
（４１）

③
４０
（４５）

③
４５
（４６）

２４
（３２）

２５
（４３）

１４
（１６）

２２
（４４）

�新商品（サービス）の
開発 ２５

（２４）

③
４２
（３７）

①
７１
（６７）

３３
（９）

２４
（２９）

３０
（３１）

１９
（２０）

１０
（１２）

２７
（２６）

２６
（２５）

６
（５）

３３
（２１）

２２
（３０）

�価格体系の見直し ２２
（２２）

２８
（２９）

２６
（３６）

１４
（２７）

③
３３
（１９）

４０
（３１）

２０
（２０）

２４
（２５）

１８
（２２）

２７
（１９）

１１
（８）

２４
（３７）

１２
（１１）

�他社との業務提携 １３
（１４）

１２
（１３）

３
（－）

５
（１８）

１５
（１６）

３０
（２３）

１４
（１４）

２４
（１９）

１１
（１４）

２
（６）

１９
（２７）

５
（－）

１４
（１１）

	新たな事業への参入 １１
（１３）

１２
（１０）

－
（８）

１０
（－）

２４
（２３）

１５
（８）

１１
（１４）

９
（８）

１８
（２３）

１０
（１６）

－
（８）

－
（－）

１７
（１８）


IT（ホームページ）の
活用 １０

（９）
４
（４）

３
（３）

－
（５）

３
（３）

１０
（８）

１２
（１１）

９
（１０）

９
（６）

１１
（１１）

６
（５）

③
４３
（４７）

１２
（１１）

�その他 ３
（１）

４
（１）

３
（－）

５
（－）

６
（３）

－
（－）

３
（１）

４
（２）

４
（－）

３
（３）

－
（－）

－
（－）

３
（－）

〈表４〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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〈表５〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�個人消費の動向
①
５４
（５０）

①
５３
（４７）

①
８９
（７８）

③
４６
（４６）

２１
（１９）

②
５０
（３７）

①
５４
（５０）

２８
（２０）

①
６４
（５６）

①
７９
（７３）

②
５８
（５７）

①
８１
（７９）

①
４９
（５８）

�原油価格の動向
②
４４
（４５）

③
４４
（４３）

③
４９
（５７）

２３
（１８）

４２
（２９）

①
６０
（５９）

③
４４
（４６）

３４
（３５）

２９
（３６）

②
４８
（５２）

①
９２
（８７）

②
６２
（４７）

③
３５
（４２）

�公共投資の動向
③
４３
（４７）

３７
（３８）

９
（５）

４１
（４６）

②
５８
（５８）

②
５０
（５２）

②
４５
（５１）

①
８１
（８６）

②
４０
（４１）

２４
（３２）

３１
（４３）

１０
（５）

②
３７
（４２）

�政局の動向 ３２
（２１）

２８
（１６）

２０
（１４）

２７
（２７）

３０
（７）

４０
（２２）

３３
（２２）

③
４５
（３１）

２９
（１７）

２４
（１１）

③
３３
（１６）

③
３８
（３２）

２６
（２６）

�民間設備投資の動向 ３０
（３３）

２９
（２８）

６
（５）

２３
（２７）

③
５５
（４８）

３５
（３７）

３１
（３５）

②
５９
（６２）

③
３６
（３９）

１６
（１８）

１４
（２２）

５
（５）

１６
（２３）

�物価の動向 ２９
（２６）

２８
（２４）

②
５７
（４３）

１８
（１８）

１２
（１０）

１５
（１９）

２９
（２６）

１９
（１７）

３５
（２７）

③
３７
（３１）

２８
（２７）

２９
（３７）

３３
（３３）

�電力需給の動向※ ２９
②
４６ ４０ ２７

①
６１

②
５０ ２３ ２２ ２４ ２７ １４ ２４ ２５

	住宅着工の動向 ２５
（２４）

２７
（２２）

－
（－）

①
９６
（８６）

１８
（１０）

１５
（１５）

２４
（２５）

３７
（３８）

３３
（２３）

１５
（２３）

１７
（１９）

－
（－）

１６
（１８）


社会保障費の増加 ２５
（２２）

２４
（２２）

２９
（３８）

１８
（１８）

２１
（１６）

２５
（１１）

２５
（２２）

２３
（２１）

２６
（１１）

２９
（２６）

２８
（２２）

２４
（２６）

２１
（３０）

�金融機関の融資姿勢 ２２
（２４）

２４
（２７）

２６
（２４）

９
（２３）

３０
（２９）

２５
（３０）

２１
（２３）

３１
（３１）

２０
（２１）

１６
（１６）

２８
（１９）

１９
（３２）

９
（１６）

�雇用の動向 ２１
（１８）

１９
（２０）

２６
（３０）

１８
（１４）

１２
（７）

２０
（２６）

２１
（１８）

１４
（１１）

２４
（１８）

２４
（１９）

２５
（５）

２９
（３７）

２３
（２８）


税制改正の動向 ２０
（１９）

１８
（１４）

１７
（１４）

１８
（９）

１８
（１９）

２０
（１１）

２１
（２０）

１６
（１９）

２２
（１４）

３６
（３４）

１４
（２２）

１４
（５）

１９
（１９）

�金利の動向 １９
（１５）

１６
（９）

１４
（８）

１８
（１４）

１８
（３）

１５
（１１）

１９
（１７）

２９
（２２）

１５
（１４）

１３
（１０）

１４
（１６）

１４
（５）

２１
（２３）

�中国経済の動向 １８
（１４）

３０
（２５）

２６
（２７）

３６
（２７）

３９
（２３）

１５
（２２）

１５
（１０）

４
（３）

２４
（１５）

１９
（１１）

１９
（８）

１４
（２６）

１４
（９）

�為替の動向 １７
（２８）

２８
（４１）

２０
（４９）

②
５０
（６８）

３０
（３２）

１５
（１９）

１３
（２３）

５
（１３）

２４
（３２）

２１
（２６）

１７
（２７）

１９
（３７）

４
（１９）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 １７

（２５）
１８
（３３）

２９
（４６）

１４
（２３）

１２
（２６）

１５
（３０）

１６
（２３）

６
（１４）

３１
（３３）

１６
（３２）

１９
（２４）

１９
（１６）

１４
（１４）

�国と地方の財政改革
の動向 １５

（１７）
７
（１３）

６
（８）

５
（５）

９
（１９）

１０
（１９）

１８
（１８）

３５
（３７）

１１
（６）

１０
（１５）

１１
（５）

－
（１１）

１４
（１６）

�欧米経済の動向※ １１ １４ ６ １８ ２１ １０ １０ ５ １６ １１ １１ １４ ５

�規制緩和の動向 １０
（１０）

１２
（１２）

１１
（１９）

１４
（５）

９
（１３）

１５
（７）

９
（９）

５
（７）

６
（５）

１５
（１１）

１７
（１４）

－
（－）

１１
（１２）

�株価の動向 ９
（１４）

１１
（１５）

３
（１６）

２７
（２７）

１２
（７）

５
（１５）

８
（１４）

６
（１３）

１１
（９）

８
（１３）

１１
（１９）

５
（２６）

９
（１４）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年調査項目なし

特別調査
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道内企業の今年の業況見通しは、新政権発足前に調査したこともあり慎重姿勢が色濃く表

れました。震災復興需要が一巡する一方で、原油価格の動向などマイナス要素が多いことが

その要因と思われます。この様な状況の中、多くの企業が人材育成を重視し、業容拡大や技

術力の強化を図ろうとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

Ⅰ．年間業況見通しと重視項目

＜乳製品製造業＞

ここ数年、生乳供給が不安定で出荷制限を

行わざるを得ず、一部製品が輸入品や代替品

に置き換わってしまった。限られた原料供給

の中で競争力のある製品への効率的な配分を

行い、収益確保を目指す。

＜水産加工業＞

３年連続の秋サケ不漁に伴う原料高および

生産量の減少により、利益確保が困難であ

る。

＜製菓業＞

安売り競争が激化し、商品を作っても全く

利益が出なくなりつつある。いかに高利益商

品の開発に注力できるかがカギだ。

＜製材業＞

業況に変化がない中、設備投資による償却

負担・金利負担を合理化により吸収できるか

心配だ。

＜金属製品製造業＞

新規参入分野の業容が拡大する見込みなの

で、それに対応した組織作りが必要だ。平成

２４年度は人材育成を試みたが失敗に終わって

しまった。

＜機械製造業＞

平成２５年度は震災特需以前の業績低迷状態

に戻る可能性が大きい。

＜金属部品製造業＞

消費税増税前の駆け込み工事が多く業況は

良いが、反動が心配だ。

＜建設業＞

赤字工事は業績を悪化させる最大の要因と

捉えている。低価格受注について、会社とし

ての方針を確立させることが肝要だ。

＜建設業＞

衆院選により官庁工事の発注がずれ込みマ

イナス影響が懸念される。地元では一部に水

産加工業の設備投資があるものの、多くは期

待できない。

＜設備工事業＞

引き合いはあるが、人材不足等により受注

能力に限界があるため無駄や手直し等による

ロスが出ないよう進める。

＜左官業＞

職人がなり手不足などで年々減少してい

る。経営面では大変だが、平成２５年度は積極

的な採用を検討する。

経営のポイント

人材育成を重視
〈企業の生の声〉
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＜塗料卸売業＞

消費税増税による特需が予想されるため、

乗り遅れないようスピーディーに対応した

い。

＜鋼材卸売業＞

ビル・マンションについて、消費税増税前

の駆け込み需要や既存施設の耐用年数や耐震

補強の問題等により今後は新規建設の増加が

予想される。

＜コンビニエンスストア＞

品揃えを増やすための改築を考えている。

一人暮らしや高齢者向けの惣菜類に力を入れ

たい。

＜運輸業＞

地方拠点での雇用が難しい。対策として、

里帰り就職を見込んだ募集を行う。

＜観光ホテル＞

地産品を全国に発信すべく新製品開発を進

めており、その販促に力を入れる。

＜観光ホテル＞

客数は前年比２割増加しているが、客単価

が大幅に低下した。料理原価の見直しなどを

検討している。

＜自動車整備業＞

中国・韓国への輸出低迷等で金属くずの販

売価格が下落しており、在庫を抱えている。

＜建設コンサルタント＞

技術者が東北に流出して人件費が高騰し、

雇用確保が困難だ。しかし人材への投資は継

続して技術力・提案力の強化を図りたい。

＜建設機械器具リース＞

限られた人員でやりくりしているため大幅

な売上増加は期待できないものの、新幹線工

事やソーラー建設、復興需要の取り込みは積

極的に行う。

＜クリーニング業＞

原油価格と最低賃金の上昇により、収益確

保がさらに厳しくなる。

＜不動産業＞

平成２５年度は、新規物件取得よりも既存物

件の設備更新による省エネ効果アップを進め

る。

Ⅱ．平成２５年の懸念材料など

＜乳製品製造業＞

TPPへの参加が明確になれば、離農者が増

えて生乳生産高が落ち込む可能性がある。

＜乳製品製造業＞

製造原価に占める重油代の比率が高く、原

油価格の変動は業績に大きく影響する。また

電力供給制限によって一部製造を夜にシフト

することになれば、深夜時間外等で人件費が

増加し収益を圧迫する。

経営のポイント
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＜製材業＞

消費税増税と公共建築物への地域材利用推

進が相乗効果で需要を押し上げるかもしれな

い。対応するための準備をしたい。

＜コンクリート製品製造業＞

地元で大型公共工事が決まり楽しみにして

いるが、政治情勢により状況がすぐに変化す

る恐れがある。

＜住宅建築＞

消費税増税が最大の懸念材料だ。増税後の

買い控えや値引き要求等、マイナス要素が増

えると予測する。

＜型枠工事業＞

社会保険に全ての社員が加入すると大変な

経費増になる。元請に別枠で支給を要請して

いるが、見通しは立っていない。

＜建設業＞

衆院選の影響で、平成２５年春先の発注工事

が遅れることが最大の懸念材料だ。

＜靴卸売業＞

円安に伴う海外からの仕入れ価格上昇が懸

念される。また、生産地である中国の政治・

経済の動向次第では次の生産地も考慮しなけ

ればならない。

＜空調機器卸売業＞

節電要請により、主力商品であるエアコン

の売上に影響が出ないか懸念される。

＜建材卸売業＞

税制などが度重なる改正により複雑化し、

把握できない。

＜バス会社＞

軽油価格に注視している。最近は原油価格

とリンクせず、軽油単価のみが上昇すること

がある。

＜建設機械運輸業＞

復興特需により市場は活発化すると思われ

るが、原油の高騰、増税、社会保険料の増加

など個人および企業にとって負担が多く、消

費にはね返らない。

＜不動産業＞

生産年齢人口の減少による個人消費の減少

が一番の問題だ。

経営のポイント
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― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年３月号

シンガポールのみならずアジア各国では「北海道ブランド」が絶大な人気を誇っています。こ
の大きなアドバンテージを最大限活かして「観光インバウンドの推進」や「道産品の輸出拡大」
に取り組まない手はありません。

＜北海道はあこがれの観光地＞
「東京、富士山、大阪」。これは２０１２年１０月に日本政策投資銀行がアジアの人々を対象とした
日本の地名認知度調査１で、北海道よりも知名度の高かった３つです。アジアでの「北海道」の
知名度は、実は京都や沖縄よりも高いのです。我々の認識以上に北海道はアジアでは非常に知名
度が高く、私自身もシンガポールに赴任するまでは、全く意識していなかった一人です。
先日もタクシードライバーから「今度、旅行で北海道に行く」と言われました。しかも自慢気
に。日本への旅行経験は「初めて」とのこと。初めてならば東京や大阪が定番と思っていたので
驚きました。２０１２年８月に開催された旅行展示即売会では、購入された日本行き旅行商品のうち
６５％が北海道でした。シンガポール人にとって「食」「自然」「温泉」がすべてそろっている北海道
旅行はあこがれであり、かつリピーターも多いのです。「今まで１０回以上北海道に行っている」と
か「毎年、冬はニセコでスキー」というシンガポール人もいるほど、人気が高いのです。

＜大盛況の北海道物産展＞
食品に目を向けてみると、昨年１年間で北海道をテーマにした物
産展は１０回開催されました。デパートの担当者に話を聞くと、北海
道物産展を心待ちにしている顧客も多いとのこと。伊勢丹シンガ
ポールで開催される物産展は１０日間で１億円以上の売上をあげてい
ます。特にカニやイクラなどの海産物や、プリンやケーキなどのス
イーツは非常に人気が高いです。価格は海鮮弁当が２５Sドル（約
１，８００円）以上と決して安くはありませんが、飛ぶように売れま
す。安売り競争になりがちな日本に対し、シンガポールは、適正な
価格で買ってくれる層が多いマーケット、といえます。この他、レ
ストランでの「北海道フェア」なども含めると毎月どこかで北海道
関連イベントが開催されています。それほど北海道の人気は根強い
のです。

＜北海道ブランドを有効活用した戦略＞
シンガポールに赴任してから一貫して感じることは「勢いがすごい」ということです。２０００年
に入ってからのGDP成長率は平均して５．６％２です。２０１１年の一人当たりGDPは５０，１２３米ドルと、
日本の４６，１９２米ドルを既に上回っています３。日本が足踏みをしている間に、シンガポールは猛
スピードで追い上げ、そして日本を追い越して行ったのです。
経済が成長し、所得が増加することでレジャーや食に対しても「より良いもの、より本物」を
求める傾向は、ここ数年で特に顕著となっています。日本から食材を直送している高級和食店や
寿司店には、多くのシンガポール人客で連日にぎわっています。
周辺国に視野を広げてみると、シンガポールをハブとした域内人口６億人のASEANマーケッ

トがあります。２０２０年には４億人に達するといわれる分厚い中間層４が今後の有望なターゲット
となるのは明白です。我々北海道民は「北海道ブランド」という大きなアドバンテージを存分に
活用しASEAN諸国においても販路拡大や進出を図るべきでしょう。

アジアニュース

「北海道ブランド」を活かした海外展開を
北洋銀行 国際部 主査（ジェトロ シンガポール事務所派遣）

澤田 信吾

１「アジア８地域・北海道観光の認知度、訪問意欲に関するアンケート調査」より
http : //www.dbj.jp/pdf/investigate/area/hokkaido/pdf_all/hokkaido1212_01.pdf

２シンガポール統計局
３シンガポール統計局、財務省統計
４世帯可処分所得が５，０００米ドル～３５，０００米ドル

伊勢丹北海道フェアの様子
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各国別お米の価格について
北洋銀行の海外駐在員からお米の価格について

のレポートです。駐在員が購入するお米と現地の
方々が購入するお米とそれぞれまとめました。
【上海】駐在員は、大連産秋田小町１３４円／kgか、
「しんせん館」のPB北京産「しんせん米」２００円
／kgを購入。地元の方は中国系のコンビニで黒龍
江省産の三等短粒米１１１円／kgなどを購入。毎日
の食事だけに安心と価格の両面を求めます。
【大連】駐在員は上海と同じく「しんせん米」１９６
円／kgを購入。現地の方は、瀋陽産の短粒米７３円
／kgなど。昨年５月に道産「ななつぼし」１，４５０
円／kgが輸入されましたが、非常に高価で日常消
費よりも「贈答用」に。
【ユジノサハリンスク】ロシア人は長粒米を「プ
ロフ」というロシア風ピラフで食べます（ロシア
産１６３円／kg）。短粒米の中でも日本産「あきたこ
まち」は１，４２１円／kgと非常に高価で、駐在員は
韓国産（４２７円／kg）や中国産（１２０円／kg）が消

費の主流で
す。安価なお
米は小石や稲
わらなど「異
物混入」にも
注意です。
【シンガポー
ル】駐在員は
ベトナム産コシヒカリ４７０円／kgやアメリカ産コ
シヒカリ５５０円／kgを購入していますが、高価で
安全な北海道産ななつぼし７８０円／kgを宅配で購
入する方もいます。現地の方はタイ産長粒米２６４
円／kgなどに人気があるようです。

【まとめ：駐在員が購入するお米は】
上海、大連 中国産日本米 ２００円／１kg
サハリン 韓国産 短粒米 ４２７円／１kg
シンガポール 米国産コシヒカリ５５０円／１kg

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 シンガポール サハリン
卵 ０．５kg 現地産 ３６３ ６７～２０５ ２３５ １９６～２２７

牛乳 １リットル 現地産 １５８～３７３ １１１～３８８ ４４１
（２リットル） １４５～１９３

じゃがいも ０．５kg 現地産 ９０～１９０ ２９ １６０
（アメリカ産） ６０

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １８７ ２９１ １８４ １８７
（中国産）

小麦粉 １kg １８８ １４５ １９１ ２１２

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ７０ ― ２７６ ―
３５０ml 日本メーカーB社製 ― ８０ ２６５ ２９０

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７０ ９９ １１７ ４９９

ミネラルウォーター ５５０ml １９ １９ １１０ ５７～９６
（５００ml）

コーラ ３５０ml コカコーラ ２９ ２９ １５４
（１．５リットル）

１０９
（３３０ml）

ハンバーガー １個 マクドナルド
ビッグマック ２３４ ２３４ ３３８ ―

タクシー初乗り ２０５ １１７ ２２０～２５０ ４５４～６０６
ガソリン １リットル レギュラー １１３ １０７ １５９～１６１ ９６

（単位：円）

【調査場所】いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店
大連 カルフール黄河路店（一部大連フレッシュネス）
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール内

【換算レート】
２０１３年１月３１日仲値 １中国元＝１４．６５円 １シンガポールドル＝７３．６３円 １ロシアルーブル＝３．０３円

現地価格調査（２０１３年２月）
毎月、海外４都市の駐在員が調査した日常生活に関する物価動向をお伝えします。
海外進出や、自社製品の現地販売の可能性など、ご検討する際にご活用下さい。
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≪はじめに≫

厳しい経済環境下においては、生産性の向上や販路の拡大により売上を伸ばせる企業は多くは

ないと思います。逆に、売上が低迷した結果、企業は財務体質を改善する過程で人件費の削減に

目を向けなければならない状況に置かれることがあります。

周知のように、わが国では労働者の身分や労働条件は法律によって厳格に保護されているた

め、たとえ企業が余剰人員を抱えていたとしても、雇用する労働者を簡単に解雇したり、一方的

に労働条件を引き下げたりすることはできません。

解雇を回避するためにあらゆる手を尽くし、それでもなお人員を削減しなければならない程の

経営危機が存在すると認められて初めて解雇が可能になりますので、企業は残業時間を含む労働

時間の削減、新卒採用または中途採用の停止、賞与の減額、昇給・昇格の停止、給料の引き下

げ、希望退職の募集、退職勧奨など比較的実行しやすい（労働者にとって影響の小さい）施策か

ら順を追って計画的に実行していくことになります。これらの雇用調整措置は、企業の経営改善

計画に基づいて実施することになりますので、どの施策をどの程度実施するかということは個々

の企業の事情により異なります。

本稿では、やむを得ず人件費の削減を検討しなければならない経営者に知っておいていただき

たい事柄について述べさせていただきます。なお、本稿は筆者の個人的見解が多く含まれている

ことをあらかじめ申し添えます。

≪現場の実情を考慮しない雇用調整の弊害≫

製造業などの第二次産業であれば、生産した商品の数量に見合った売上高が見込めないとなれ

ば生産量を調整するために工場の稼動を抑えることで人件費を圧縮することも考えられます。生

産量（業務量）に見合った適正な人員配置の再編により人件費削減を実現できれば御の字です

が、人件費削減の意識だけが先行し、現場に過度の負担をかけることにならないよう配慮が必要

です。過剰な人員削減や無理な労働時間の短縮を強いた結果として、特定の社員の業務負担が過

重になることは往々にして起こりえます。仕事というものは得てして能力の高い社員（給料の高

い社員）に集中するものですから、雇用調整施策の実施が給料の高い社員の残業時間の増加につ

ながれば、結果的に人件費が減少しないばかりか有能な社員を疲弊させることになります。そう

ならないためにも雇用調整は現場の実情をよく把握したうえで計画的に実施しなければなりませ

ん。

残業手当支払いの対象となる残業時間に「月２０時間まで」などの天井を設け、この時間を超え

た労働時間は残業とは認めないというような取扱いをしている場合は要注意です。月２０時間の残

経営のアドバイス

厳しい経済環境下における
雇用調整の留意点

社会保険労務士法人むらずみ総合事務所
社会保険労務士 森永 英俊
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業時間を超過した社員は強制的に退社させるなど、現実に残業自体をさせないような取扱いをし

ていれば問題ありませんが、残業していることを上司が黙認していながら残業時間として取扱わ

ない、いわゆるサービス残業をさせているような場合は、目に見えないかたちで未払い残業代債

務が蓄積していると言っても過言ではありません。

近年、企業が未払い残業代を請求されるケースが増加しており、統計数字には表れないものの

訴訟になっている事案も多いと思われます。インターネットやラジオでは一時期の「消費者金融

に対する過払金返還請求」に取って代わり、「未払い残業代請求」の広告が増えていることから

も、法律事務所などの専門家が未払い残業代に着目し、数多の未払い残業代請求を代行している

ことが伺えます。

今の職場で定年まで勤め上げるつもりでサービス残業も厭わず企業の再建に貢献してくれる社

員がいるとすれば企業にとっては非常にありがたい存在かもしれません。しかし、雇用調整を進

める過程において、この社員が自らの将来に失望し、会社を去る決断をしたとしたらどうでしょ

うか。今までの未払い残業代を請求してくることも十分に考えられます。本人にその気が無くて

も、社員の家族が帰宅時刻を記録し続けていて、帰宅時刻のメモを証拠資料として残業代を請求

してきたという事例もあります。

特に雇用調整を進める企業においては、未払い残業代のような簿外債務の存在を放置しておく

ことは企業の存続自体を危うくすることにもなりかねませんので、現状の確認と問題の解消が急

務になります。

≪有期契約のパートタイマーを期間満了で退職させられない？≫

経営者の中には、パートタイマーや契約社員などのいわゆる非正規労働者は、正社員の業務の

補助的な役割を担っているに過ぎないのだから、雇用量の調整弁として簡単に解雇できると考え

る方も多いのではないでしょうか。ましてや、有期契約の労働者であれば、契約期間満了時に使

用者か労働者のいずれかが契約更新をしない旨の意思表示をしさえすれば契約期間満了により当

然に退職になるというのが自然な考え方なのかもしれません。しかし、有期契約の労働者を退職

させる（雇止めする）際には注意しなければならない点があります。

厚生労働省により策定された『有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準』（平成１６年

１月１日適用、平成２０年３月１日一部改正）では、有期契約の労働者に関する契約締結、雇止め

について次のように定められています。

① 使用者は、有期労働契約の締結に際し、更新の有無や更新の判断基準を明示しなければなら

ない。

② 有期労働契約が３回以上更新されているか、１年を超えて継続勤務している有期契約労働者

について、有期労働契約を更新しない場合には、少なくとも３０日前までに予告しなければな

らない。

これは、有期の雇用契約が複数回、長期間にわたって反復更新されていれば、一般的には次回
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の契約更新に対する期待を抱かせてしまうであろうという観点から制定されたルールです。この

「契約更新に対する期待」というところがポイントで、たとえ雇用契約書に更新の有無や更新の

判断基準が明記されていたとしても、契約の締結が毎回日付だけを書き換えた雇用契約書に名前

を書いて判を押すだけの形式的な“儀式”であったり、経営者や上司から契約の更新について期

待を抱かせるような言動があったりした場合には、雇止めの効力が無効とみなされることがあり

ます。形式的な“儀式”すらうやむやになってしまい、ある時期から雇用契約書の作成自体をや

めてしまったなどという場合はもう論外です。既に有期契約の労働者ではないと考えた方が良さ

そうです。

企業が余剰人員を抱えている状況下において、正社員の雇用を維持するためにパートタイマー

の雇止めを認めた判例もあります（昭和６１年１２月４日最高裁判決）。司法判断では非正規労働者

の雇用調整弁的な性格を一部認めたとも解されますが、この事例は、厳格な採用手続を経て入社

し、終身雇用の期待が高い正規社員と、簡易な採用手続で採用され、継続雇用への期待が低い非

正規労働者とでは合理的な差異があると判断されたことによります。つまり、雇用期間に定めの

ない正社員を解雇するよりは有期契約のパートタイマーを解雇する方が合理性があるとの見解で

あり、無条件に有期契約のパートタイマーの雇止めを肯定するものではありません。

さらに、平成２５年４月１日以降は、有期契約が反復更新されて通算５年を超えた場合に、労働

者からの申し出により期間の定めのない雇用契約への移行が義務づけられることになります。こ

れにより、長期間継続して雇用している有期契約労働者の雇止めがより困難になることが予想さ

れます。

≪給料引き下げの高すぎるハードル≫

言うまでもなく、給料は労働者にとって最も重要な労働条件の一つです。

労働条件というのは、使用者と労働者との間で締結された雇用契約により決定されたものです

から、労働諸法令や労働協約、就業規則等の規定を下回ってさえいなければ、労使双方の合意に

よってその内容を自由に変更することができます。

給料を含む労働条件の引き下げ（労働条件の不利益変更）を実行する場合、充分な検討期間を

経て労働者への説明を尽くした後に個別同意を取って行なうことが最適解です。しかし、個別同

意を得ることが不調に終わったときは、就業規則の変更により、適用を受ける労働者の労働条件

を変更することになります。就業規則は企業と労働者間の約束事が記載されたいわば会社の

“ルールブック”ですので、経営者側が一方的に労働者にとって不利な内容に書き換えることは

できません。就業規則を労働者にとって不利益な内容に変更する場合は、高度に合理的な必要性

が存在しなければならず、その作業は非常に険しい道程になります。

労働条件を不利益に変更する場合の「合理的必要性」とは、以下の５つの判断要素により判断

されることになります。
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（１）変更の必要性

（２）変更内容の相当性

（３）労働者が受ける不利益の程度

（４）労働組合等との交渉の状況

（５）変更後の就業規則の周知状況

「変更の必要性」とは、人件費を削減しなければならない必要性が高く、また切迫している必

要があります。これを補完する事実として、（ア）銀行等の第三者機関から指導・助言を受けて

いること （イ）役員報酬の減額や人件費以外のコスト削減策が実行済みであること （ウ）試

算表等により人件費削減の必要性がシミュレーションされていること などが挙げられます。

「変更内容の相当性」とは、給料の引き下げ実施後も地域の同業（同規模）他社と比較して著

しく低水準になっていないことや、特定の社員、職種、年代の者だけが大きな不利益を被るよう

な内容になっていないことなどが挙げられます。

「労働者が受ける不利益の程度」は可能な限り小さく抑えなければなりませんので、社員の生

活設計に与える影響を最小限にするために給料引き下げ実施までに時間的余裕を設けることや、

給料引き下げの期間に期限を設けることなども検討します。社員の年齢や従前の給料額に応じて

減額率を調整するなどの配慮も必要です。また、所定労働時間の短縮や職務内容の軽減するな

ど、給料面以外の条件を有利にする代替措置の導入も検討します。

「労働組合等との交渉」は、説明回数・説明時間をできる限り多くとるようにし、その際には

会社側の説明を裏付ける資料を用意します。変更により比較的大きな不利益を被ることとなる社

員に同意してもらうことが交渉を有利に進めることにつながります。

「変更後の就業規則」は、労働基準法に定められた方法により労働者全員に周知しなければ効

力がありません。当然、変更前の就業規則が存在し、周知されていることが大前提となりますの

で、事前に既存の就業規則の内容、周知状況を再確認しておくことが重要です。

≪希望退職者の募集は有能な社員から退職する≫

会社に残ってほしい有能な社員が辞めてしまうのではないか。希望退職者を募集するにあたっ

て経営者が最も心配することではないでしょうか。希望退職者を募集しなければならない程度に

経営に窮している状況ですから、比較的再就職が容易である有能人材であれば、今の会社に見切

りをつけて退職してしまうことも考えられます。企業を再建するために講じた雇用調整措置に

よって再建のためのキーパーソンが辞めてしまうのであれば本末転倒です。そのため、希望退職

者の募集について社員へ説明した後、経営者側は残ってほしい社員の慰留に注力することになり

ます。可能であれば社員全員と面談を行ない、残ってほしい社員には募集期間の初日を迎える前

に残留の意思表示を取り付けたいところです。

希望退職者を募集する場合、退職金の上乗せや再就職の斡旋等の優遇措置を与えることが多い

と思いますが、残ってほしい社員については優遇措置の対象から外してしまうことも検討しま

す。ただし、逆に退職してほしい社員をピンポイントで狙い撃ちしたような対象者選定は本人の
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自由な意思決定を不当に侵害するような退職の強要と捉えられる可能性がありますので注意が必

要です。

いずれにしても、企業再建のための経営改善計画が明確で実現可能性が高く、今後の自身の処

遇（職務内容や給料等の労働条件）に魅力が無ければ、どんなに誠意を尽くして慰留したとして

も有能社員が会社に残る選択をしてくれる可能性は低いでしょう。どのような施策を実施するに

しても、現状の正しい認識と将来の明確なビジョンを欠いた雇用調整は、社員のモラール（労働

意欲）や帰属意識を大幅に低下させ、企業の再建を確実に遅らせることになります。

≪整理解雇は究極の最終手段≫

海外のドラマなどで上司が部下に向かって「You're fired！（おまえはクビだ！）」と怒鳴って

いるシーンを観ることがあります。日本の会社内でミスをした社員に対して上司が怒りにまかせ

てこのような発言をしたらどうなるでしょうか。次の日からこの社員は会社に出てこなくなるか

もしれませんが、その代わりに後日に解雇の撤回を求めた「地位保全仮処分の申立書」が届くか

もしれません。さらに解雇の是非を巡って争いになれば、長期間にわたり不毛な論争を続けた挙

句、会社が多額の和解金と争っていた全期間分に相当する賃金を支払う羽目になる可能性が高い

でしょう。社員を解雇するにあたっては会社も相応のリスクを背負う覚悟が必要です。もちろ

ん、事業の縮小による整理解雇を懲罰的な解雇や社員の能力不足に起因する解雇と同列に扱うこ

とは適切ではありませんが、基本的には解雇される社員には非が無いという点で、整理解雇の方

が一般解雇よりもその妥当性を厳格に判断されることになります。

具体的には、整理解雇が妥当と判断されるためには、以下の４つの要件を満たしていることが

求められます。

（１）人員削減の必要性

人員を削減しなければ倒産するというくらい深刻な事態に至っていることまでは求められませ

んが、企業の経営不振が人員を削減しなければならない程度に逼迫していることが必要になりま

す。

（２）解雇回避の努力

企業は、整理解雇を回避するために解雇以外のコスト削減のための経営努力をする義務を負い

ます。最終的に整理解雇に踏み切るより他に打つ手が無いと認められることが必要です。特に希

望退職の募集や退職勧奨を事前に実行した事実があるかどうかが焦点となるケースが多いようで

す。希望退職の募集が今後の経営に悪影響を与える合理的理由がある場合には希望退職の募集を

経ずに整理解雇を認めた判例（平成１２年６月２３日大阪地裁判決）も存在しますが、希望退職の募

集を経ずに行なわれた整理解雇は無効とした判例が大多数です。

（３）人選の合理性

被解雇者を選定するにあたり、客観的に合理性を有する選定基準が設定されていることが必要

です。「客観的合理性」については判断が難しいところですが、大多数の社員から納得を得られる

ような公平な基準と言い換えて差し支えないと思います。
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（４）解雇手続の妥当性

整理解雇を実行するにあたっては、整理解雇を行なわなければならない具体的理由やその実行

方法などについて、社員に対して誠実に説明し、労使間で協議を重ねてきたといえることが必要

です。

整理解雇は経営者の精神的負担も大きく、また社員に与える影響も甚大です。この最終カード

をできる限り切らないために希望退職の募集や退職勧奨までで目標の雇用量を達成しておきたい

ところです。

≪雇用維持は社員の為ならず≫

余剰人員を抱えているが、社員とその家族の生活を守るために雇用は維持したい。売上の低迷

に悩む経営者の率直な意見だと思います。しかし、雇用の維持は社員の為だけにするのではあり

ません。

求人募集をかければ有能な人材が大挙して押し寄せるような企業であれば問題ないのでしょう

が、多くの中小・零細企業においては社員の採用と定着ならびに教育にはとても苦労していると

いうのが実情だと思います。

円高の影響でメーカーが製品の出荷を控えているため、部品や材料を供給している下請企業が

生産量を減らさなければならなかったり、新聞紙面を賑わすような食中毒事故が発生し、その食

品を生産、加工、販売している企業の販売量が減少したりなど、売上低迷の理由は様々です。売

上の低迷が今後も恒常的に続くのであれば、いつまでも余剰人員を抱えておくわけにはいきませ

んが、売上低迷の原因となっている外部要因が解消されればまた売上が上向く可能性が高く、そ

のときになって必要な人員数を確保することが困難となれば、せっかくの売上アップの機会をみ

すみす逃すことにもなりかねません。スムーズに従前の生産体制に復帰するためには、熟練した

社員の存在は欠かせません。

「そうは言っても売上低迷の状態がいつまで続くかわからないのに雇用を維持し続けるには企

業の負担が大きすぎる！」というのも当然の意見だと思います。雇用を維持するために社員に一

時帰休や労働時間の短縮を命じ、休業させた期間の賃金の負担を軽減したい場合、『雇用調整助

成金』などの国の助成金制度の活用も検討すべきです。

『雇用調整助成金』とは、売上高や生産量などが減少している企業において労働者に休業をさ

せ、休業補償（会社都合で労働者を休業させる場合、平均賃金の６０％以上の休業補償を支払う必

要があります。）を支払った場合に支払った金額の一部が助成される制度です。企業規模その他

の条件によって、受給額や受給要件は異なりますので、詳しくは労働局や最寄のハローワークへ

ご相談ください。

≪終わりに≫

企業が厳しい経営状況を打破するためには、経営者と社員は同じ目標に向かって相互に協力し
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ていかなければならない仲間であることに疑いの余地はありません。しかし、目標へ向かう方向

性は同じでもそのベクトルの大きさまで同じだと考えるのは経営者のエゴかもしれません。よく

企業の経営資源を「ヒト・モノ・カネ」と同列に表すことがありますが、社員はそれぞれにライ

フプランを持った人格であり、当然「モノ」ではありません。経営者が企業の永続的な発展を第

一に考える一方で、社員は自らのキャリアアップや家族の生活を優先的に考えなければならず、

ここに小さくない温度差が生まれます。社員は経営者が考えている以上にしたたかに、そして冷

静に状況を見定めていると言えるかもしれません。

企業が存続していくために経営者は時として社員に対して厳しい決断をしなければならないこ

とがあります。社員は当然に同じ痛みを共有してくれるという経営者側の思惑のみで実施した雇

用調整は、企業の活力を削ぎ、寿命を縮めることになりかねません。

社員が将来の明るいビジョンを思い描けるような経営改善計画に基づいて実施する雇用調整施

策が、企業の再建を実現するための一助になれば幸いです。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ ９３．４ △２．０ ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６

２３年１０～１２月 ９３．６ １．２ ９４．１ △１．６ ９９．１ ３．５ ９４．６ △２．２ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８
２４年１～３月 ９６．６ ３．２ ９５．３ ４．８ １００．５ ５．０ ９５．４ ４．１ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６

４～６月 ９４．２ ２．４ ９３．４ ５．３ ９７．９ ０．９ ９５．２ ８．０ ９０．５ ６．６ １０７．５ ６．３
７～９月 ９１．１ △４．１ ８９．５ △４．６ ９６．７ △４．０ ９０．１ △４．５ ８８．６ １．５ １０７．８ ４．８
１０～１２月 p８７．３ △６．３ p８７．８ △５．９ p９３．７ △５．１ p８８．３ △５．９ p８９．８ ４．１ p１０５．２ ３．６

２３年 １２月 ９４．３ ０．７ ９５．０ △３．０ ９９．４ ２．７ ９６．１ △２．４ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８
２４年 １月 ９６．８ ３．２ ９５．９ △１．６ １０１．１ ６．３ ９５．０ △１．５ ９０．３ ３．０ １０３．６ ２．５

２月 ９６．３ ３．６ ９４．４ １．５ ９９．７ ５．８ ９５．３ １．５ ８９．１ １．１ １０３．１ １．０
３月 ９６．６ ２．７ ９５．６ １４．２ １００．８ ３．０ ９５．８ １１．９ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４月 ９５．８ １．４ ９５．４ １２．９ ９９．７ ０．９ ９６．４ １６．０ ９１．５ １．３ １０９．６ １０．８
５月 ９３．３ ７．４ ９２．２ ６．０ ９５．７ ４．２ ９５．１ １１．７ ９２．７ ４．９ １０８．８ ４．７
６月 ９３．４ △１．３ ９２．６ △１．５ ９８．３ △２．１ ９４．２ △１．１ ９０．５ ６．６ １０７．５ ６．３
７月 ９４．１ △１．０ ９１．７ △０．８ １００．１ △２．１ ９１．３ △１．８ ９１．１ ６．５ １１０．６ ９．４
８月 ９１．０ △４．５ ９０．２ △４．６ ９６．９ △３．５ ９１．５ △３．３ ９０．０ ２．９ １０８．８ ５．９
９月 ８８．３ △６．７ ８６．５ △８．１ ９３．０ △６．４ ８７．６ △８．４ ８８．６ １．５ １０７．８ ４．８
１０月 ８７．１ △６．４ ８７．９ △４．５ ９２．３ △６．３ ８７．５ △４．９ ９０．４ ５．３ １０７．７ ３．８
１１月 r ８７．４ △４．６ r ８６．７ △５．５ r ９３．２ △４．５ r ８６．８ △５．６ r ９０．５ ５．３ １０６．４ ３．１
１２月 p８７．４ △８．０ p８８．９ △７．８ p９５．６ △４．５ p９０．６ △７．２ p８９．８ ４．１ p１０５．２ ３．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５１８ △１．４
２３年度 ９４８，５４４△１．０ １９７，００８△０．９ ２１４，０７１ △２．５ ６７，２３１ ０．０ ７３４，４７３ △０．６ １２９，７７７ △１．３

２３年１０～１２月 ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７△１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２２８ ０．２ ３４，０４９ △１．７
２４年１～３月 ２２９，４０６△０．３ ４８，０７４ １．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ３．９ １７６，８７０ △０．２ ３１，７１４ △０．１

４～６月 ２３０，４０１△０．５ ４７，０９９ △１．３ ４８，８７１ △１．８ １５，５２８ △０．２ １８１，５３０ △０．１ ３１，５７２ △１．９
７～９月 ２２９，５０９△０．８ ４７，３９６△２．２ ４９，８６５ △２．２ １５，４４７ △１．６ １７９，６４４ △０．５ ３１，９４９ △２．５
１０～１２月 p２５９，３７０ ０．４ ５３，３６６△０．７ p ６０，４０５ ０．６ １９，０５３ △０．３ p１９８，９６５ ０．４ ３４，３１３ △０．９

２３年 １２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０△０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９
２４年 １月 ７８，９２７△０．４ １７，３８３△１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ ６０，０９７ △０．２ １１，４０８ △１．２

２月 ７０，６２５△０．１ １４，６５９ ０．２ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．５ ５５，４５６ １．３ ９，９６９ ０．６
３月 ７９，８５４△０．２ １６，０３２ ５．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １４．２ ６１，３１７ △１．４ １０，３３７ ０．５
４月 ７７，６６１△０．４ １５，６６４△０．６ １６，５０９ △２．１ ５，１８４ １．５ ６１，１５１ ０．１ １０，４８０ △１．６
５月 ７７，０９６△０．１ １５，７５３△０．８ １６，２１８ △１．６ ５，１２６ △０．９ ６０，８７９ ０．３ １０，６２８ △０．７
６月 ７５，６４４△０．９ １５，６８２△２．６ １６，１４４ △１．７ ５，２１８ △１．２ ５９，５００ △０．７ １０，４６４ △３．３
７月 ８０，４７２△２．７ １７，１２３△４．４ １８，８３１ △３．３ ６，２０９ △３．３ ６１，６４１ △２．５ １０，９１４ △５．０
８月 ７７，３７０△０．２ １５，５６８△０．９ １５，４８９ △０．６ ４，５４５ △０．８ ６１，８８１ △０．１ １１，０２３ △０．９
９月 ７１，６６７ ０．６ １４，７０５△１．０ １５，５４５ △２．３ ４，６９３ △０．０ ５６，１２２ １．４ １０，０１２ △１．５
１０月 ７７，３８１△０．１ １５，６７８△３．２ １７，７４８ １．５ ５，３４９ △２．２ ５９，６３３ △０．５ １０，３２９ △３．７
１１月 r ７８，０１２ ０．４ r １６，６３６ ０．９ １７，９０９ ０．７ ５，９８５ ２．５ r ６０，１０３ ０．４ r １０，６５１ △０．１
１２月 p１０３，９７７ ０．８ ２１，０５２ ０．１ p ２４，７４８ △０．１ ７，７１９ △１．０ p ７９，２２８ １．０ １３，３３３ ０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年３月号
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ３．４ ８９，７５８ ４．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５
２４年１～３月 １１３，１７４ １．９ ２２，０３３ ２．０ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４

４～６月 １２０，９６９ １．６ ２３，３３６ １．６ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７
７～９月 １３４，４５６ ０．１ ２５，２５１ △２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ０．３ ２４，１５２ △２．２ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２３年 １２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５
２４年 １月 ３７，７３２ １．０ ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３

２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ △０．１ ７，７１５ ０．３ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４
４月 ３８，５５２ ４．６ ７，５９８ ６．２ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１
５月 ４０，８９９ １．４ ７，９２０ １．７ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３
６月 ４１，５１８ △０．８ ７，８１８ △２．７ １００．２ △０．４ ９９．６ △０．２ ７９．３２ ９，００７
７月 ４５，４８１ △１．２ ８，６０４ △３．４ ９９．７ △０．６ ９９．３ △０．４ ７９．０２ ８，６９５
８月 ４６，１４４ △０．９ ８，６７２ △１．４ ９９．６ △０．６ ９９．４ △０．４ ７８．６６ ８，８４０
９月 ４２，８３１ ２．５ ７，９７５ △１．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ０．７ ８，０５７ △２．０ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ △０．２ ７，７４１ △２．６ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ０．４ ８，３５４ △２．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６
２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３

４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０
７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２３年 １２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９
２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４

２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３
４月 １４，４６１ ９０．７ ３，６７５ ８３．２ ５，９８７ ８２．４ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．５
５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６
６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８
７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３
８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６
９月 １４，６２０ △３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △１．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．２００／本文　※柱に注意！／０２５～０２８　主要経済指標  2013.02.19 18.52.02  Page 26 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７
２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３

４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７
７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２３年 １２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３
２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７

２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１
４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６
５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０
６月 ３，２５７ △１．６ ７２６ △０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △９．９
７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７
８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △６．１
９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △８．０ １１，７７５ △１．９ ８，９５６ △７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９
２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８

４～６月 ２，６７４ ２４．２ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６
７～９月 ３，６６１ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８１５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２３年 １２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ４．４ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３
２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ ↑ ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３

２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８
４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ ↑ ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６
５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ ５．７ ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１
６月 １，０１１ １９．４ ０．５１ ０．６６ ↓ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３
７月 １，１１９ ５．１ ０．５３ ０．７０ ↑ ４．４ ３３ △２．９ １，０２６ △５．０
８月 １，３７９ ６．９ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．２ ４１ △２．４ ９６７ △５．７
９月 １，１６３ ２．９ ０．６０ ０．７６ ↓ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △６．９
１０月 １，０６５ ５．５ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６１ ８．７ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８８９ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．２００／本文　※柱に注意！／０２５～０２８　主要経済指標  2013.02.19 18.52.02  Page 27 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，３１３ ９．３ ６５２，８１４ △３．７ １，６３６，５９７ ３３．２ ６９７，０００ １１．６

２３年１０～１２月 ９１，３４１ １．４ １６３，２７０ △５．５ ４２３，３５０ ４３．８ １７５，０９５ １２．４
２４年１～３月 ９３，２３９ ７．８ １６１，５２６ △１．６ ４６６，７３１ ２９．２ １７６，９５８ ９．９

４～６月 ９６，０２１ ３．８ １６４，４２２ ４．８ ３７２，８４５ △０．１ １７８，２４１ ５．１
７～９月 ９１，６４３ △５．８ １５７，１６８ △８．１ ３８１，９６３ ２．３ １７５，６８０ ０．２
１０～１２月 p１０３，９５５ １３．８ １５４，３２０ △５．５ p４３２，８１３ ２．２ p１７５，８６４ ０．４

２３年 １２月 ２８，７７８ △１８．２ ５６，２３９ △８．０ １４４，５６１ ２７．４ ５８，３２２ ８．２
２４年 １月 ２８，２８９ ３．９ ４５，１０５ △９．２ １５４，６１１ ３３．８ ５９，９１９ ９．６

２月 ２８，６８３ １０．６ ５４，３８４ △２．７ １５５，４４７ ２７．０ ５４，１３０ ９．３
３月 ３６，２６７ ８．７ ６２，０３７ ５．９ １５６，６７３ ２７．１ ６２，９０８ １０．６
４月 ３８，８３６ １９．５ ５５，６６０ ７．９ １４９，１２８ １１．５ ６０，８９９ ８．１
５月 ２７，６９２ △２３．７ ５２，３３２ １０．０ １１９，１５８ △１４．３ ６１，５０４ ９．４
６月 ２９，４９３ ２４．５ ５６，４３０ △２．３ １０４，５５９ ４．２ ５５，８３８ △２．２
７月 ３３，５９２ １０．４ ５３，１３１ △８．１ １１４，３６０ △４．９ ５８，３５６ ２．２
８月 ３１，９１５ ０．８ ５０，４５３ △５．８ １４０，０７８ ５．３ ５８，０９２ △５．３
９月 ２６，１３６ △２５．６ ５３，５８４ △１０．３ １２７，５２５ ６．２ ５９，２３２ ４．２
１０月 ３９，９４２ ３１．６ ５１，４９２ △６．５ r １４９，０７２ １２．６ ５７，０３７ △１．５
１１月 r ３１，８１９ △１．２ ４９，８３７ △４．１ r １３５，１０４ △７．７ r ５９，４０２ ０．９
１２月 p ３２，１９４ １１．９ ５２，９９２ △５．８ p１４８，６３７ ２．８ p ５９，４２５ １．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

２３年１０～１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０
２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

４～６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２３年 １２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０
２４年 １月 １３６，４９７ １．９ ５，９５１，５４４ ３．３ ９１，７４１ ０．２ ４，１０３，３８３ ０．９

２月 １３６，５３７ １．６ ５，９５５，９８３ ２．６ ９２，０２７ ０．４ ４，１０９，７７０ １．１
３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４月 １４０，２５５ １．８ ６，０６３，７０５ １．９ ９３，１８５ ０．３ ４，１２６，１９６ ０．７
５月 １３９，２２８ １．９ ６，０６８，０４５ １．８ ９１，９５１ ０．７ ４，１１１，１９０ ０．９
６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７月 １３８，４８９ １．４ ６，０２７，０４４ ２．３ ９１，２７８ ０．５ ４，１２２，９７０ １．０
８月 １３８，７５４ １．８ ６，０１４，５３８ ２．０ ９１，３１７ ０．５ ４，１２２，５５８ １．４
９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５
１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年３月号
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●道内経済の動き 

●平成25年道内企業の年間業況見通し 

●「北海道ブランド」を活かした海外展開を 

●厳しい経済環境下における雇用調整の留意点 
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